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１ モニタリングとサービス対価の減額等の基本的考え方 

１.１ 基本的考え方 

事業者から県に提供されるサービスが、適正かつ確実に遂行され、常に要求水準書、

事業契約書等及び提案書等に定められた内容（以下、「要求水準」という。）を達成して

いるか検証するために、県は、事業者の事業実施状況に係るモニタリングを実施する。 

モニタリングの結果、事業者が提供するサービスが要求水準に達していない場合、県

は、改善指導又は改善指示（以下「改善指導等」という。）を行い、要求水準を達成する

よう求める。 

事業者が状況を改善することができない場合、あるいは、事業者が改善指導等に従わ

ない場合、県は、事業契約（以下「本契約」という。）を解除することもある。 

なお、モニタリングには県と事業者が各々の業務を相互にチェックする機能がある。

したがって、ここでは県によるモニタリングについての概要を記すものであるが、事業

者による県へのモニタリングの提案（自主モニタリング）を妨げるものではない。 

 

１.２ モニタリング対象業務及び減額の対象となるサービス対価 

モニタリングの対象業務及び減額の対象となるサービス対価は、以下のとおりとする。 

表 1 モニタリング対象業務及び減額の対象となるサービス対価 

区分 
モニタリング 

対象業務 

要求水準未達成時の措置 

減額措置 改善等の手続 

サービス 

対価Ａ 

 建替住宅整備業務 

 既存住宅改修業務 

 既存住宅解体業務 

 

サービス対価Ａの支払の

減額は行わない。 

但し、支払を留保する場

合がある。 

 改善指導 

 改善指示 

 契約解除 

サービス 

対価Ｂ 

 維持管理・運営業務 

 入居者移転支援業

務 

サービス対価Ｂの支払を

減額する。 

 改善指導 

 改善指示 

 業務担当者の変更 

 期間を定めた業務の

全部又は一部の停止 

 指定の取消 

 

１.３ 自主モニタリング計画書の作成 

事業者は、建替住宅等の引渡し以降に自ら行うモニタリングの内容について、維持管

理・運営業務の着手前までに県と協議し、モニタリングの時期、内容、実施体制、手順、

評価基準等を記載した「自主モニタリング計画書」を作成し、県へ提出し、承認を得る

ものとする。 
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１.４ 実施時期 

以下のとおりのモニタリングを実施する。 

 

① 業務計画書の確認（業務開始段階） 

県は「建替住宅整備業務」の開始時、「既存住宅改修業務」の開始時、「既存住宅解体

業務」の開始時、「維持管理・運営業務」の開始時及び「入居者移転支援業務」の開始

時に事業者が提出する各種業務計画書の内容を確認する。 

② 建替住宅整備業務のモニタリング 

「建替住宅整備業務」の要求水準の達成が可能か確認する。業務完了時に各業務の

要求水準を達成しているか確認する。 

③ 既存住宅改修業務のモニタリング 

「既存住宅改修業務」の要求水準の達成が可能か確認する。業務完了時に各業務の

要求水準を達成しているか確認する。 

④ 既存住宅解体業務のモニタリング 

「既存住宅解体業務」の要求水準の達成が可能か確認する。業務完了時に各業務の

要求水準を達成しているか確認する。 

⑤ 維持管理・運営業務のモニタリング 

「維持管理・運営業務」において、提供されるサービスが要求水準を達成している

か確認する。 

⑥ 入居者移転支援業務のモニタリング 

「入居者移転支援業務」の要求水準の達成が可能か確認する。業務完了時に各業務

の要求水準を達成しているか確認する。 

⑦ 事業期間終了時のモニタリング 

事業終了に当たり、既存住宅、建替住宅及び改修住宅（事業契約書の定義と同様に

「西諫早団地及び外構を含む施設全体」をいう。以下、同じ）の機能が要求水準を達

成しているか確認する。 

 

１.５ 費用の負担 

県が実施するモニタリングに係る費用は、県が負担し、事業者が自ら実施するモニタ

リング及び報告書作成等に係る費用は、事業者の負担とする。 

 

１.６ 通知 

県は、モニタリングの実施後に、その評価結果を事業者に通知する。 
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２ モニタリングの方法等 

２.１ 業務計画書の確認（業務開始段階） 

県は、事業者が実施する「建替住宅整備業務」、「既存住宅改修業務」、「既存住宅解体

業務」、「維持管理・運営業務」及び「入居者移転支援業務」の実施体制や計画が要求水

準を達成することができるか、事業者の提案内容が実現可能かの観点から、事業者が提

出する各種業務計画書の内容を確認する。 

 

（１） モニタリングの対象及び方法 

業務開始段階におけるモニタリングの対象及び方法を以下に示す。 

表 2 モニタリングの対象及び方法（業務開始段階） 

対象 方法 

業務計画書の確認 

（業務開始時） 

県は、本事業契約締結後、事業者が「建替住宅整備業務」の開始

時、「既存住宅改修業務」の開始時、「既存住宅解体業務」の開始時、

「維持管理・運営業務」及び「入居者移転支援業務」の開始時の開

始時に、県に提出する各種業務計画書によって、事業者が提供する

サービスが要求水準を達成することが可能か確認する。 

業務計画書変更 

の確認 

県は、既存住宅、建替住宅、改修住宅の利用環境の変更等によ

り、本契約時に定めた要求水準を変更することとなった場合、その

変更に応じて、新たに事業者から提出される業務計画書の確認を

行う。 

業務計画書の 

再提示及び再確認 

県は、業務計画書の確認によって、明らかに要求水準の達成が不

可能である、又は、事業者の提案内容が実現不可能であると判断で

きる場合、事業者に業務計画の再検討を要請し、業務計画書の再作

成及び再提出を求め、これを確認する。 

 

（２） 要求水準未達成の場合の措置 

要求未達成の場合の措置は以下の流れによる。 

① モニタリングの結果、県が、各種業務計画書にある各種業務の実施体制や計画では

要求水準の達成が不可能と判断した場合、県は事業者に対し、改善指導等を行う。 

② 事業者は、改善指導等を受けたときは迅速に業務計画書を改善し、再提出する。 

③ 改善指導等によっても改善が見込まれない場合、県は再度、改善指導等を行い、こ

れによっても改善が見込まれないときは本契約を解除する場合がある。 

※ 業務計画書が要求水準を満たしていないことによって事業が遅れた場合における

一切の損失は事業者が負う。 
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２.２ 建替住宅整備業務、既存住宅改修業務及び既存住宅解体業務のモニタリング 

県は、「建替住宅整備業務」、「既存住宅改修業務」及び「既存住宅解体業務」において、

要求水準を達成しているか確認する。 

 

（１） モニタリングの対象及び方法 

「建替住宅整備業務」「既存住宅改修業務」及び「既存住宅解体業務」に係るモニタ

リングの対象及び方法を以下に示す。 

表 3 モニタリングの対象及び方法 

（建替住宅整備業務、既存住宅改修業務及び既存住宅解体業務） 

対象業務 方法 

建替住宅整備業務 

県は、事業者が作成する調査業務計画書、設計業務計画書、設計

図書（基本設計図書及び実施設計図書）、建設工事業務計画書、工

事監理業務計画書等の確認及び必要に応じて立入検査を行い、要

求水準を達成することが可能か確認する。 

既存住宅改修業務 

県は、事業者が作成する調査業務計画書、設計業務計画書、設計

図書（基本設計図書及び実施設計図書）、建設工事業務計画書、工

事監理業務計画書等の確認及び必要に応じて立入検査を行い、要

求水準を達成することが可能か確認する。 

既存住宅解体業務 

県は、事業者が作成する調査業務計画書、解体設計業務計画書、

解体設計図書、解体工事業務計画書の確認、関連法令の順守状況及

び必要に応じて立入検査を行い、要求水準を達成することが可能

か確認する。 

 

（２） 要求水準未達成の場合の措置 

要求未達成の場合の措置は以下の流れによる。 

① モニタリングの結果、県が、要求水準を達成していないと判断した場合、県は事業

者に対し、改善指導等を行う。 

② 事業者は、改善指導等を受けたときは迅速に改善を行う。 

③ 改善指導等によっても改善が見込まれない場合、県は再度、改善指導等を行い、こ

れによっても改善が見込まれないとき、あるいは達成が不可能と判断されたとき

は、本契約を解除することがある。 

※ 事業者の責めにより、改善等の必要が生じた場合においてかかる改善等に要する

一切の費用は事業者が負うこととし、サービス対価の支払（各年度で予定している

部分払い分及び完了払い分）が当初の支払予定日より遅れた場合に生じる一切の

損失は事業者が負うこととする。 
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２.３ 完成確認 

県は、建替住宅、改修住宅の引渡し前または解体後敷地の引渡し前に、建替住宅、改

修住宅の機能または解体後の状況が要求水準を達成しているか確認する。 

各完了検査の方法は、別添資料１「要求水準書」及び別添資料７「事業契約書（案）」

の規定のとおりとする。  
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２.４ 維持管理・運営業務及び入居者移転支援業務のモニタリング 

県は、既存住宅、改修住宅及び建替住宅の引渡し以降の「維持管理・運営業務」及び

「入居者移転支援業務」において、事業者が提供するサービスが要求水準を達成してい

るか確認する。 

 

（１） モニタリング対象 

モニタリングの対象は「維持管理・運営業務」及び「入居者移転支援業務」とする。 

 

（２） モニタリング方法 

県と事業者は、事業者が提供するサービスに対し、以下のモニタリングを実施する。

なお、モニタリング結果については、県のホームページ等で公表する。 

表 4 モニタリング方法（維持管理・運営業務） 

種類 主な方法 

日常 

モニタリング 

事業者は、自らの責任により業務遂行状況について適切な方法でモ

ニタリングする。 

事業者は、モニタリング結果に基づき、日報を作成し、入居者等から

の苦情等があった場合には県に報告する。事業者は、日報及び報告事項

をとりまとめ、月例業務報告書、四半期業務報告書及び事業報告書（以

下「業務報告書等」という。）として県に提出する。 

業務報告書等に記載する具体的な項目及び内容は、本契約締結後に

事業者が作成し、県との協議を経て決定する。 

定期 

モニタリング 

県は、事業者が作成し提出した業務報告書等の内容を確認する。ま

た、必要と認めるときは既存住宅、建替住宅、改修住宅宅を巡回し、事

業者の業務遂行状況を確認し、評価する。 

県及び事業者が出席する連絡調整会議を、原則、月に１回開催し、日

常モニタリング、定期モニタリングの結果報告を行うとともに、入居者

等からの苦情等の発生の原因についての検討及び意見交換等を行う。 

随時 

モニタリング 

県は業務遂行状況ついて事業者に詳細な説明を求めることができ

る。また、事業者の立会いの上、既存住宅、建替住宅、改修住宅を巡回

し、事業者の業務遂行状況を確認し評価することができる。 

県は、改善指導等を行った業務について、業務水準の確認を行う。 

県は、入居者等からの苦情について、事業者に対応状況の説明を求め

ることができ、必要に応じて事業者の苦情対応状況のモニタリングを

実施する。 

入居者 

アンケート 

事業者は、ニーズの把握及び満足度を把握するため、入居者を対象に

年１回以上のアンケート調査を実施し、入居応募者を対象に入居募集

の際にアンケート調査を実施する。 

県は、事業者に対して必要に応じて、上記アンケート調査の実施を指
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示することができる。 

 

表 5 モニタリング方法（入居者移転支援業務） 

方法 

県は、事業者が作成する入居者移転支援業務計画書の確認、関連法令の順守状況及び

必要に応じて立入検査を行い、要求水準を達成することが可能か確認する。 

 

（３） 要求水準未達成の場合の措置 

維持管理・運営業務に関する詳細は、「３ 維持管理・運営維持管理・運営業務の要

求水準未達成の場合の措置」を参照すること。 

「入居者移転支援業務」については、県は、２．２（２）に準じて措置を行う。 

 

（４） 日常モニタリング及び定期モニタリングの流れ 

以下の流れにより「維持管理・運営業務」及び「入居者移転支援業務」について日常

モニタリング及び定期モニタリングを行う。 

① 事業者は、独自のモニタリング体制を構築し、日常モニタリングを行い、日報、月

例業務報告書、四半期業務報告書、事業報告書等を作成する。 

② 事業者は、「月例業務報告書」については翌月 10日開庁日までに、「四半期業務報

告書」については当該四半期の最終月の翌月 10日開庁日までに、「事業報告書」に

ついては当該年度の終了後 60日までに県に提出する。 

「日報」については事業者において保管し、県の要請があった場合は速やかに提出

しなければならない。 

③ 県は、事業者から提出されるこれらの業務報告書の確認等を行い、必要に応じて改

善指導等を行う。 

④ 県は、各支払対象期間の最終月の月例業務報告書及び四半期業務報告書を受領後

10 日以内に、当該月のモニタリングの結果を通知すると同時に、３か月分の減額

ポイントの合計を計算し、事業者に支払額を通知する。 
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２.５ 「維持管理・運営業務」に関する事業期間終了時のモニタリング 

県は、契約期間の終了時において、その後、自らが維持管理・運営業務を実施してい

くに当たり、既存住宅、建替住宅及び改修住宅の機能が要求水準を達成しているか確認

する。 

 

（１） モニタリングの対象及び方法 

事業者は、事業期間終了の１年前に、事業者の立会いのもと、既存住宅、建替住宅

及び改修住宅の劣化状況の点検を行う。点検の結果、既存住宅、建替住宅及び改修住

宅の整備水準を満たさない部分（施設利用上の問題がない範囲において、事業期間中

の経年劣化は水準未達としない。）について、県に報告の上、速やかに修繕等の工事を

行う。工事を行った場合は、長期修繕計画を更新すること。 

県は事業者に対し、事業終了時の３ヶ月前に事前に通知を行い、終了時のモニタリ

ングを実施する。県は、要求水準書及び提案書等並びにこれらに基づく設計図書等の

関係図書をもとに、既存住宅、建替住宅及び改修住宅の機能が要求水準を達成してい

るかどうかのモニタリングを行うものとし、原則として、要求水準書及び提案書等に

記載されている全ての事項について行うこととする。 

事業者は、事業期間終了の１か月前に、自らが行った既存住宅、建替住宅及び改修

住宅の劣化状況点検結果と、結果に基づき実施した工事等に関する報告書及び最新の

長期修繕計画を県に提出し確認を得ることとする。 

県は、事業者から提出された書類及び既存住宅、建替住宅及び改修住宅を確認の上、

書面にて維持管理・運営業務完了の確認を通知する。 

 

（２） 要求水準未達成の場合の措置 

要求未達成の場合の措置は以下の流れによる。 

① 県は、モニタリング後、その内容を事業者に通知し、要求水準を達成していないと

判断した内容について必要な改善指導等を行う。 

② 事業者は、改善指導等に従い必要な改善措置を実施し、定められた期限までに県の

確認を受ける。 

③ 改善の確認が得られない場合、県は、再度、改善指導等を行い、事業者はこれに対

応する。 

④ 事業終了時までに改善が確認されない場合、県は、自らが改善を行う場合に想定さ

れる適切な費用の限度で事業者に請求を行う。 
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３ 維持管理・運営業務の要求水準未達成の場合の措置 

３.１ 改善指導等 

以下の流れにより改善指導等を行う。 

① モニタリングの結果、要求水準が達成されていないと県が判断する場合は、県は事

業者に対して、業務不履行に関する改善指導等を行う。 

② 事業者は、県から改善指導等を受けた場合、以下の内容を記載した「改善計画書」

を県に提出し、県の承認を得るものとする。 

・業務不履行の内容及び原因 

・業務不履行の状況を改善する具体的な方法 

・改善までの期限及び責任者 

・再発防止策 

・その他、県が要求する事項がある場合は当該事項 

③ 県は、改善計画書の内容が、業務不履行の状況を改善し、復旧できるものとなって

いない、又は、合理的でないと判断した場合、改善計画書の変更及び再提出を求め

ることができる。 

※ 業務不履行の改善に緊急を要し、応急処置等を行うことが合理的と判断される場

合は、上記によらず、事業者は自らの責任において適切に応急処置等を行うものと

し、これを県に報告する。 

 

３.２ 改善・復旧行為の確認と改善指示 

以下の流れにより改善指導等を行う。 

① 事業者は、改善計画書について県の承認を受けた後、改善計画書に基づき直ちに改

善・復旧行為を実施し、県に報告する。 

② 県は、事業者からの改善・復旧の報告を受け、モニタリングを実施し、要求水準が

達成していることを確認する。モニタリングの結果、事業者の業務の改善等が行わ

れなかったと判断した場合は、文書にて改善を指示する。 

③ 事業者は文書による改善指示を受けた場合は速やかに改善・復旧行為を実施し、そ

の結果を県に報告する。 

※ 改善・復旧に要した費用については、事態の発生に至った責任の所在を明らかにし、

県側の責めによる場合は、協議の上、事業者に生じた費用を県が負担する。その他

の場合にあっては、改善・復旧に要した費用は事業者が費用を負担する。 

※ なお、不可抗力又は法令変更の場合の費用負担は、本契約別紙１２「法令変更に

よる費用の負担割合」及び同別紙１３「不可抗力による損害、損失及び費用の負

担割合」による。  
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３.３ サービス対価の支払の減額 

（１） 基本的な考え方 

県は、事業者の実施する「維持管理・運営業務」において、要求水準を達成していな

い場合に該当すると判断したときは、事業者に改善指導等を行うと同時に減額ポイント

を計上する。計上された四半期ごとの減額ポイントが一定値に達した場合には、サービ

ス対価の減額を行う。 

ここにいう、要求水準を達成していない場合に該当すると判断したときは、以下①

及び②に示す状態と同等の事態と県が認める場合をいい、詳細は表 5に示す。 

① 重大な事象 

入居者が施設を利用する上で明らかに重大な支障がある状態 

② 重大な事象以外の事象 

①を除き、入居者が施設を利用することはできるが、 

明らかに入居者に向けた良質なサービス提供がなされていない状態 

表 6 事象の基準 

①重大な事象 ②重大な事象以外の事象 

 業務の故意による放棄 

 業務の未実施（法定・定期点検、日常・

定期清掃の未実施含む） 

 長期にわたる県への連絡不通等 

 業務従事者等名簿等への虚偽の記載、又

は事前の承認を得ない変更 

 業務報告書への虚偽の記載 

 県からの指導・指示に従わない場合 

 故障等の状態の放置 

 安全措置の不備による人身事故の発生 

 災害時の未稼働（火災発生時、消防用設

備の機能を果たさない事態の発生等） 

 業務の怠慢（法定・定期点検、日常・定

期清掃の不備含む） 

 県の職員等への対応不備 

 業務報告の不備 

 関係者への連絡不備 

 

（２） 減額ポイントを加算しない場合 

以下の①又は②に該当する場合には、減額ポイントを加算しない。 

① やむを得ないと県が認める原因により減額の対象となる事態が生じた場合、かつ、

事前に県に連絡があった場合 

② 明らかに事業者の責めによらない原因により減額の対象となる事態が生じた場合 
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（３） サービス対価に係る減額 

１） 減額ポイントへの換算 

基本減額ポイントの値への換算は、表 6のとおりとする。 

ただし、同じ原因で要求水準を満たしていない場合（再発の場合）、付与するポイン

トは基本減額ポイントに再発回数を乗じた数値とする。なお、再発回数は次の事業年

度に持ち越さない。 

表 7 減額ポイント 

レベル 基本減額ポイント 

レベル 1 ① 重大な事象 25ポイント 

レベル 2 ② 重大な事象以外の事象 5ポイント 

 

２） 減額ポイントの通知および支払額への反映 

① 減額ポイントの通知 

県は、モニタリング等により事業者の業務が要求水準を満たしていないと判断し

た場合、減額ポイントを付与し、事業者に減額ポイントを通知する。 

なお、当該四半期分の減額ポイントは、当該期間のモニタリングにのみ用いるもの

とし、次の期間に持ち越さない。 

② サービスの対価の支払額への反映 

県は、四半期分の減額ポイントを計算し以下の計算式及び「表 8 減額ポイント

に応じた減額割合の算定」に従って減額後のサービス対価を定め、当該期間の支払

額を事業者に通知する。 

なお、減額措置が決定した際に、すでに対象となる期間のサービス対価の支払が行

われている場合には、算定された減額分を次期のサービス対価より差し引く。 

③ 事業者の異議申し立て 

事業者は、上記各通知について異議がある場合には、申し立てを行うことができる。 

 

【 計算式 】 

（減額ポイントに応じたサービス対価）＝（当該四半期のサービス対価）×（減額割合） 

表 8 減額ポイントに応じた減額割合の算定 

四半期分減額ポイント合計 減額率の方法 減額割合 

20ポイント以下 0% 0% 

21ポイント以上 

60ポイント以下 

20ポイントを越えて、 

5ポイントを越えるごとに 2.5%減額 
2.5%～20% 

61ポイント以上 

100ポイント以下 

60ポイントを越えて、 

5ポイントを越えるごとに 5.0%減額 
25%～60% 

101ポイント以上 ― 60% 
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３.４ 業務担当者の変更 

「３.２ 改善・復旧行為の確認と改善指示」の結果、県が改善計画書に沿った改善・

復旧行為による改善・復旧が認められないと判断した場合、県は当該業務の業務担当者

の変更を事業者に要求することができる。 

 

３.５ 指定取消及び管理業務の停止 

県は、事業者が改善の指示に従わないときその他事業者による管理を継続することが

適当でないと認めるとき（以下に掲げる場合を含むがこの限りではない。）は、その指定

を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命じることができる｡ 

① 「３.３ サービス対価の支払の減額」の措置を取った後も改善が認められない場合 

② 「３.４ 業務担当者の変更」の要求後、30日以内に何らの対応をおこなわない場合 

③ 関係法令、条例、規則及び事業契約等に違反した場合 

④ 経営状況の悪化等により業務を行うことが困難な場合 

⑤ 長崎県建設工事暴力団対策要綱（平成 28 年告示 27 建企第 642 号）別表に掲げる措

置要件のいずれかに該当すると認められた場合 

 

３.６ 指定取消等の手続き 

「３.５ 指定取消及び管理業務の停止」の実施にあたっては、取消等の事由に該当し

得る事象が発生した場合に、事象の重大性、原因（帰責性）、県民・入居者への影響、既

存住宅、建替住宅、改修住宅の管理運営方法等を考慮した上で、処分の内容後の当該実

施時期等を決定する。 

処分の実施にあたっては、長崎県の行政手続条例に基づき、理由の提示や聴聞等の手

続きを行うこととする。 

以上 

 


